
 

 

 

 

 

１ 実施期間  

  平成２４年１２月２７日（木）～平成２５年１月２５日（金）【３０日間】  

２ 意見募集方法  

  持参・送付・ファックス・電子メール  

３ 資料の配布及び閲覧場所  

  危機管理対策室・市政刊行物コーナー・各区役所・各まちづくりセンター・ 

札幌市ホームページ 

４ 寄せられた意見 

 (1) 意見の提出者数 

 個人 ４名 団体 １団体 

 (2) 意見の件数 

 ５３件 

 (3) 意見を踏まえ素案を修正する件数 

    ６件 

 (4) 意見の概要と札幌市の考え方 

   別添のとおり 

※意見の内訳 

・素案全体          ５件  ・被害想定          ３件 

・複合災害          １件  ・防災関係機関の業務     ２件 

・情報収集及び伝達      11件  ・広域的な応援協力      １件 

・防護対策          ４件  ・社会的混乱の防止      １件 

・飲食物の摂取制限等     １件  ・避難所           ２件 

・原子力防災知識の普及と啓発 １件  ・防災訓練          １件 

・用語説明          ３件  ・飼養動物及びペット対策   １件 

・文言修正等         13件  ・その他の意見等       ３件 

５ その他 

  このたびのご意見を踏まえて、計画素案の一部を修正しますが、本修正のほか、

平成２５年２月２７日の原子力規制委員会による「原子力災害対策指針」の改定等

に伴う所要の修正を加えたうえで、平成２５年３月２１日開催の札幌市防災会議に

提案いたしますので、ご了承願います。 

 

担当：札幌市危機管理対策室原子力災害対策担当 ℡211-3062 
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1　素案全体に関すること1　素案全体に関すること1　素案全体に関すること1　素案全体に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

1 -

　福島原子力発電所事故はまだ終わっておら
ず、決して「想定外」ではなかった。政府事故
調と民間事故調を参照程度とし、『国会事故調
報告書』の提言に準拠して、実施・運用される
ようお願いする。

2 -
　福島第一原発事故の教訓を生かしていただ
きたい。

3 -
　「計画」と呼ぶ内容ではなく、「指針」や「心
得」のほうが適していると思う。

　本計画は、災害対策基本法に定める地域防
災計画として位置付けているものであります。

4
第1章
第2節

　第1章第2節1の文中において、北海道の地
域防災計画に基づいているとあるが、そう言え
るかどうかは現時点では不明である。

　札幌市は、北海道地域防災計画（原子力防
災計画編）において、原子力防災に関する計
画策定が義務付けられてはいないものの、本
計画は、災害対策基本法に定める地域防災
計画として位置付けているものであります。し
たがいまして、計画素案の作成にあたっては、
同法に基づき道計画に抵触しないよう、北海
道と随時調整したものであります。

5 -

　国の防災基本計画よりも遥かに分量の少な
い、具体性を欠いた素案がこの時期に出てき
たことに驚いている。市は独自の被害想定を
する一方で、「国は、・・・、道は、・・・、○○する
こととされている」等の表現を使い、国からの
指示、道からの要請等を待たなければ、市とし
て動きがとれないかのようなことを記載してお
り、理解し難い。基本姿勢に一貫性がない。こ
れならば、いっそのこと北海道の計画が出来
上がるまで待つほうが無駄がない。札幌市
は、原発所在地から遠くない、人口190万人を
も擁する大都市なのである。せっかく計画を作
るのであれば、もっと「独自の判断」を採りいれ
る、より積極的に関係町村民と市民を守りにい
く素案でもよかったのだと思う。その上でパブ
リックコメントを求める進め方もあったのではな
いだろうか。

　本計画は、北海道地域防災計画（原子力防
災計画編）では、札幌市は計画策定が義務付
けられてはいないものの、先の福島第一原発
事故での福島市の災害対応等を踏まえ、策定
の必要性があると札幌市防災会議において判
断されました。
　しかし、国の原子力防災行政を担う原子力
規制委員会の発足が平成24年9月にずれ込
んだこともあり、原子力防災対策の具体的な
内容の多くが、いまだ検討途中であります。こ
のような現状のなか、あらかじめ計画を策定し
ておくことにより、原子力防災の具体的な内容
について、国や道の検討結果がまとまり次
第、計画等に反映することにより、速やかに対
応体制が構築できるといった利点を考慮し、現
時点で可能な限り盛り込める項目について、
本年度中をめどに計画策定作業を進めている
ものであります。
　なお、計画策定後において、国は今後、各種
対策に関する検討結果を随時示すこととして
おりますので、これに併せて、必要に応じて計
画を修正することとなります。

２　被害想定に関すること２　被害想定に関すること２　被害想定に関すること２　被害想定に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

6
第1章
第5節

　第1章第5節の「図　福島第一原発事故後の
航空機モニタリングによる空間線量率の分布」
について、人間の生活空間でない領域のデー
タを想定被害に掲げてどうするのか？国の発
表であっても、図の差し替えを要求する。

　被害想定に活用した、ご指摘の図につきまし
ては、地表1ｍの高さの空間線量率の分布図
でありますので、被害想定として活用する資料
としては、適切であると考えております。

意見の概要と札幌市の考え方意見の概要と札幌市の考え方意見の概要と札幌市の考え方意見の概要と札幌市の考え方

　本計画素案は、『国会事故調　報告書』等の
各事故調査結果が考慮されている原子力防
災対策指針（原子力規制委員会決定）等を踏
まえ、作成したものであります。

1



№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

7
第1章
第5節

　被害想定は、この計画素案において非常に
重要な事柄なので、もっと見やすく、目立たせ
て書くべきである。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

■修正内容
　第1章第5節の「1.被害想定」の記載につい
て、「1.福島市等の被害状況」に項目修正し、1
～11行目（「平成23年3月の～」から「～避難を
余儀なくされた。（下図参照）」まで）を当該項
目の記載内容とします。また、新たに「2.被害
想定」の項目を設け、第1章第5節の「1.被害想
定」の12～15行目（「これらの状況や～」から
「～汚染規模とする。」まで）を、新たな項目の
記載内容とします。あわせて、この修正に伴う
所要の字句修正もします。

8
第1章
第5節

　なぜ、最大被害規模として、泊発電所から約
50㎞以内としたのか根拠が薄い。第1章第4節
1に「西風が卓越」と記載されているのである。
勘ぐりだが、50㎞とすれば、国際スキー場と銀
嶺山荘を考慮すればほぼ足りるが、55㎞とす
ると、定山渓温泉街を考慮しなければならなく
なる、その手間が面倒だったのか。「1,000ｍ級
の稜線が連なっている」から大丈夫というわけ
でもあるまい。第1章第2節の「1.計画の性格」5
行目「不測の事態が発生した場合」をも想定す
るのであれば、この際、「55㎞以内」とし、定山
渓温泉街の市民等が計画的避難をする場合
を想定しておくことを提案したい。平成24年秋
の報道では、北海道は、関係町村民の一部に
定山渓温泉街のホテルに避難してもらうことを
検討中とのことだった。これらの事柄を複合的
に検討することで、計画に立体感が出てくる。

　最大被害規模として、泊発電所から約50㎞
以内の市域とした理由については、第1章第5
節に明記しており、福島第一原発事故時にお
いて、原発から約30～50㎞に位置する飯館村
が受けた放射性物質による汚染規模を踏まえ
たものであります。

３　複合災害に関すること３　複合災害に関すること３　複合災害に関すること３　複合災害に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

9
第1章
第5節

　雪害時に原発事故・地震が起きた場合、家
屋の倒壊や交通遮断により避難どころか、凍
死者が続出するかもしれない。外出禁止令も
規定すべき。直ちに自主防衛組織の編成活動
開始を要すると思うが、その連絡体制はどうす
るのか。

　原子力災害と地震など他の災害が同時に発
生した場合については、第1章第5節4に明記し
ており、本計画と地震災害対策編等とあわせ
て運用します。なお、ご指摘の自主防災組織
の活動については、地震災害対策編によって
対応いたします。

４　防災関係機関の業務に関すること４　防災関係機関の業務に関すること４　防災関係機関の業務に関すること４　防災関係機関の業務に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

10
第1章
第1節

　第1章第1節1の文中において、8行目に「防
災に関してとるべき措置を定め」とあるが、札
幌市が、この計画で、指定地方行政機関等の
防災体制の確立について規定することは出来
ない。

　本計画素案は、災害対策基本法に基づく地
域防災計画として位置付けており、同法では、
地域防災計画は防災会議において作成するも
のとされております。指定地方行政機関等は、
札幌市防災会議の構成団体でありますので、
これらの団体と必要な体制を確立することは
可能と認識しております。

2
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11
第1章
第6節

　第1章第6節の表中において、
・ＪＲ北海道は「協力」であり、他の機関よりトー
ンが落ちていないか。
・ＮＴＴドコモ１社だけが指定公共機関に掲げら
れているのはなぜか。
・日赤札幌市地区本部は医療救護等に関与し
ないのか。
・日本通運1社だけが指定公共機関に掲げら
れているのはなぜか。
・北海道獣医師会が深く関わると思われる項
目はこの計画素案には見当たらない（9ページ
の農水産物、48ページの農林畜水産業？）。
・先方とのコミュニケーションは十分なのか。

　第1章第6節に掲げる表の記載内容は、関係
団体との調整を経たものであり、記載団体に
ついては、本計画を最終的に決定するのが札
幌市防災会議であることを踏まえ、同会議の
構成団体としております。
　一方、日本赤十字社札幌市地区本部につい
ては、直近の協議により、記載団体を日本赤
十字社北海道支部に修正し、記載内容も医療
救護に関する事項を追加することといたしまし
た。
　また、直近の協議により、平成25年3月開催
予定の札幌市防災会議において、札幌市防
災会議の構成団体にＫＤＤＩ株式会社が加わる
予定のため、あわせて、本計画素案第1章第6
節に掲げる表に同社を加えることといたしま
す。

５　情報収集及び伝達に関すること５　情報収集及び伝達に関すること５　情報収集及び伝達に関すること５　情報収集及び伝達に関すること
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12
第2章
第2節

　政府・官僚や事業者北電の発表を鵜呑みに
しないこと。福島第一原発事故では、国民に
とって重要なことでも隠蔽・矮小化したり発表
を遅らせるなどの情報操作を行った前科が
数々露見している。原発は核技術そのもの、
いまだ決着のついていない「科学的な知見」で
成り立っている技術であり、人間の現有知能
で制御できる範囲を超えているものである。

　収集した情報の分析・整理のための人材育
成・確保については、第2章第2節2-(1)により
対応いたします。

13
第2章
第2節

　原発推進側の専門家の言葉に寄り掛かるの
は止めること。原発に関して、警鐘を鳴らし続
ける人の言葉を採用すること。

　専門家の活用体制等については、第2章第2
節2-（1）に明記しており、人選等にあたって
は、慎重に対応したいと考えております。

14
第2章
第2節

　「想定外」を極力少なくするために、主要な原
発事故（福島・チェルノブイリ等）と核事故事例
を調査の上、問題点とその対応措置を関係者
間で共有すること。

　原子力防災関連情報の収集・蓄積について
は、第2章第2節2-(2)により対応いたします。

15
第2章
第2節

　第2章第2節の図中に、原子力規制委員会し
か国関係の記載がないのは不適当である。国
イコール原子力規制委員会という構造には、
法規上もなっていない。また、札幌市消防局が
北海道と直接情報のやり取りをするようにも見
えるが、問題ないのか。

　第2章第2節1-(1)の図につきましては、札幌
市を中心とした連携体制を記載したものであ
り、国の全ての機関も含めた原子力防災の全
体像を示すものではありません。また、札幌市
消防局については、図中の「札幌市」に含むも
のであり、「消防機関」は原子力災害に対応す
る関係消防機関を指すものであります。

16
第2章
第2節

　第2章第2節1-(4)の北海道地方非常通信協
議会とは何か。第1章第6節の表中の北海道
総合通信局の記載で足りる。

　北海道地方非常通信協議会とは、北海道に
おける非常時の通信の確保と円滑な運用を図
ることを目的に、北海道内の官公庁、企業等
により構成された団体であり、事務局を北海道
総合通信局が所管しているものであります。

17
第2章
第6節

　客観的「安全」対策と「安心（個人の心理）」
は別個のことと理解すること。「直ちに影響は
ない」などは理解不能な言辞だから、情報を正
確に伝え、行動は各人の判断に任せ、行動を
制御すべきところは規制すること。

　市民への的確な情報伝達体制の整備につ
いては、第2章第6節により対応いたします。

3
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18
第3章
第3節

　国の防災基本計画がそうなのだが、「情報伝
達のルートが錯綜することを避ける観点か
ら、」として、情報の伝達ルート（と伝達ツール）
が一部の事柄で指定される一方で、随所に
「連絡を密にする」という類いの表現が見られ
る。かえって情報が縦横に錯綜しないか懸念
される。

　原子力災害時にあっては、北海道をはじめと
する各防災関係機関と連絡を密にすることは
極めて重要であると認識しており、情報が錯
綜し混乱することがないよう、連携を図りたい
と考えております。

19
第3章
第3節

　道から連絡・通報を受けた事項については、
「直ちに全部局に」連絡すべき。担当部局から
各部局への指示等は、その後のことでよい。

　北海道からの連絡・通報は、泊発電所の事
故等の初期段階からなされるものであることを
踏まえると、庁内の連絡体制については、状
況によっては「直ちに全部局に」連絡する事態
が発生することもあり得ますが、一律に対応す
るのではなく、事故等の状況に応じた体制を
構築すべきと考えております。

20
第3章
第10節

　札幌市は、災害時広聴活動について、札幌
市地域防災計画（原子力災害対策編）の策定
にとどまらず,専門相談員派遣窓口への相談
員の派遣体制を確立する等、災害発生前から
関係諸団体と緊密に連携をとるとともに、災害
発生時には札幌市民及び市内事業者に相談
窓口の開設等を広く周知するための施策を講
じるべきである。

21
第3章
第10節

札幌市地域防災計画（原子力災害対策編）に
おいて、札幌市は、損害賠償の請求等に必要
な資料の作成をするにとどまらず、札幌市民
及び市内事業者を対象とした専門相談窓口を
設置することを明記すべきである。

22
第2章
第6節

　原子力災害対策の会議を公開していただき
たい。また、有識者だけでなく住民も参加でき
るようにしてほしい。

　市民への情報伝達については、災害に関す
る情報だけでなく、対策会議の内容も含め、マ
スコミなどの報道機関を通じて周知したいと考
えております。

６　広域的な応援協力に関すること６　広域的な応援協力に関すること６　広域的な応援協力に関すること６　広域的な応援協力に関すること
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23

第2章
第3節
・

第3章
第4節

　自治体間の各種協定が、国からの指示、道
からの要請等を飛び超えて実行され、災害対
策全体の秩序をかえって乱さないか。ただし、
例えば、札幌市と泊村が何らかの協定を結べ
ば、様々な有益情報を北海道経由よりも迅速
に得られる可能性はある。

　第2章第3節5及び第3章第4節3に掲げる「応
援協定」につきましては、原子力防災対応全
体の整合性を図ることを前提に締結するもの
であります。

　災害によって生じる専門的な問題に対する
相談体制の整備につきましては、第3章第10
節5に明記しており、災害発生時にあたって
は、マスコミ等を通じて広く周知したいと考えて
おります。

4



７　防護対策に関すること７　防護対策に関すること７　防護対策に関すること７　防護対策に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

24
第2章
第4節

　屋内退避等に係る判断基準の整備につい
て、国からの指示、国の判断基準に従っていく
のか、それとも、市独自の判断を積極的にして
いくのか。

25
第2章
第4節

　第2章第4節5-(3)～(5)について、それぞれの
施設、機関が「検討」しておけばよいということ
ではないと思う。この部分、計画の記載として
は軽くないか。少なくとも、体制、措置について
市の基本的な考え方を示した上で、各施設等
の独自の判断、裁量を尊重するという姿勢が
必要ではないのか。多くが「要援護者」なので
ある。

26
第3章
第6節

　計画的避難の被害想定として「50㎞以内」と
しているのであれば、対象となる地域（人の住
処）と対象者は、直ぐに概ね特定することがで
き、いつ何をどうするか、かなり具体的に記述
することが出来る筈である。

27
第3章
第6節

　第3章第6節4-(2)～(4)について、「必要な措
置」とは何か。計画の記載として軽くないか。

８　社会的混乱の防止に関すること８　社会的混乱の防止に関すること８　社会的混乱の防止に関すること８　社会的混乱の防止に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

28
第3章
第7節

　第3章第7節1の「必要な措置」とは何か。

　社会的混乱防止に係る自主避難対策につい
ては、その時点での状況に応じて臨機応変に
対応し、様々な対策を講じることになるものと
考えております。

９　飲食物の摂取制限等に関すること９　飲食物の摂取制限等に関すること９　飲食物の摂取制限等に関すること９　飲食物の摂取制限等に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

29
第3章
第8節

　福島では山林山間部で空間放射線量の濃
度が高く出ている。南区の水源地が放射能汚
染された場合（ホットスポット等で）、190万人分
水道給水が不可となるが、給水体制はどうす
るか検討を要する。このような場合に備え、周
辺市町村との連携するため、普段から交流を
深めていただきたい。

　泊発電所において原子力災害が発生した場
合は、水質監視体制を強化するとともに、安全
性の確保に努めます。

10　避難所に関すること10　避難所に関すること10　避難所に関すること10　避難所に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

30
第1章
第5節

　第1章第5節3の文中において、「札幌市の避
難所」とあるが、「札幌市の地域防災計画にい
う避難所」のことなのか、「札幌市所管の何が
しかの施設」なのか「民間施設を含む、札幌市
域内に存在する何がしかの施設」なのか不明
である。第2章第4節4-(2)及び第2章第7節等と
合わせた記載にすべき。

　第1章第5節3の避難所に係る記載について
は、あくまで総則として一般的な記載としてお
り、ご指摘の避難所の定義は、第2章第4節4-
(2)及び第2章第7節2に明記したものでありま
す。

　屋内退避及び計画的避難に係る判断基準な
どの具体的な内容については、今後、国の検
討結果を踏まえ、別途、策定いたします。

5



№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

31
第2章
第7節

　避難者の受け入れについて、北海道との連
絡調整は十分なのか。「関係町村民の札幌市
内ホテルへの避難」の報道は何だったのか、
その後どうなっているのか。各町村が各ホテ
ルと直接「協定」を結ぶのか。北海道や札幌
市、業界団体等が関与していくのか。

　避難者の受け入れの詳細については、現
在、北海道が調整を進めており、現時点では
明らかにされていない部分が多いことから、今
後、詳細が固まり次第、北海道や関係自治体
と具体的な内容を協議いたします。

11　原子力防災知識の普及と啓発に関すること11　原子力防災知識の普及と啓発に関すること11　原子力防災知識の普及と啓発に関すること11　原子力防災知識の普及と啓発に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

32
第2章
第9節

　日本人の特性として、このような計画を作っ
た途端考えることを放棄するクセがあるので、
広報誌等で随時適宜、模擬訓練シート≪災害
時あなたならどうする？≫を配布願いたい。

　原子力防災に関する普及・啓発については、
第2章第9節に明記しており、今後、具体的な
内容を検討し、実施いたします。

12　防災訓練に関すること12　防災訓練に関すること12　防災訓練に関すること12　防災訓練に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

33
第2章
第11節

　原子力災害は被害の程度が目で見ても分か
らない上、発生した後の気候によって放射性
物質の広がり方が大きく変わり、場合によって
は、広い地域が被ばくすることも考えられる。し
たがって、訓練は、これまでより大規模に長期
的に行うべきだと思う。

　原子力災害に係る防災訓練については、
国、北海道、北電、関係自治体等と連携して
実施したいと考えております。

13　用語説明に関すること13　用語説明に関すること13　用語説明に関すること13　用語説明に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

34
第1章
第5節

　第1章第5節2の表中の「ＰＡＺ」、「プルーム」
等の専門用語について、巻末に用語解説があ
ることを明示すること。

35
第2章
第3節

　「特定事象」とは何か。巻末に用語解説があ
ることを明示すること。「警戒事象」にも解説が
必要である。

36
第3章
第10節

　SPEEDIとは何か。巻末に用語解説があるこ
とを明示すること。

14　飼養動物及びペット対策に関すること14　飼養動物及びペット対策に関すること14　飼養動物及びペット対策に関すること14　飼養動物及びペット対策に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

37
第1章
第5節

　積丹町の牛等、飼養動物を「さとらんど」で預
かるくらいの姿勢があってもいいのではない
か。ペットの対策がこの計画案にはない。東日
本第震災では、飼主を突然失ったペットや飼
養動物が被災地をさ迷う姿が報道され、人々
の心を痛めている。こういうことへの対策こそ、
時間のあるうちに考えておく価値があると思
う。このことは、第4章第5節の心の健康にも繋
がる。

　ペット対策については、避難所対応の一環と
して位置付けられ、第3章第11節4により地震
災害対策編の避難所対応の枠組みを活用す
ることとなります。また、飼養動物の受け入れ
については、現時点では北海道や関係自治体
からの要請等はありませんが、今後検討され
る課題と考えております。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

■修正内容
　用語集を、巻末から巻頭に移し、計画の冒頭
部分に掲載いたします。また、「警戒事象」に
ついても、用語集に盛り込むことといたしま
す。
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15　文言修正に関すること15　文言修正に関すること15　文言修正に関すること15　文言修正に関すること

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

38
第1章
第1節

　第1章第1節1の文中の、指定地方行政機
関、指定公共機関、指定地方公共機関とは何
か。「（14ページ参照）」等の配慮が必要。いき
なり硬い用語が並べられると、読む気が萎え
てしまう。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

■修正内容
　第1章第1節1の文中8行目「防災関係機関」
を、「防災関係機関（第1章第6節参照）」に修
正します。

39
第1章
第2節

　第1章第2節2の別途定める具体的な実施計
画等の名称について、計画を基本計画と実施
計画に二分するのはよくない。「計画」にぶら
下げるのを「要領」、要領にぶら下げるのを「マ
ニュアル」とするなど段階毎に別の名称を使っ
てわかりやすくしてほしい。

　ご指摘の件につきましては、今後の策定に
あたり、参考にいたします。

40 第2章

　この計画素案の第2章は、むしろ「事後対策」
を念頭に書かれている。国の計画には倣って
いるのかもしれないが、「予防」の語感が社会
通念とずれており、工夫すべき。

　平成25年1月に、北海道地域防災計画（原子
力防災計画編）の「予防計画」が「事前対策」
に修正されましたので、あわせて本計画素案
も所要の修正をします。

41
第2章
第3節

　第2章第3節6の文章について、主語・述語・
補語の関係がおかしい。

42
第2章
第9節

　第2章第9節2の文中について、なぜ単なる
「防災」とし、「原子力」の文言が入っていない
のか。放射線の影響をより強く受ける子どもた
ちにこそ、正しい知識の普及が必要である。

43
｜
50

- 　その他文言修正等に関すること（8件）

16　その他16　その他16　その他16　その他

№ 章・節 意見の概要 札幌市の考え方

51 -

　一昨年の福島第一原発事故の後、福島や周
辺地域の農産物の安全性をＰＲするイベントな
どが開かれているが、今も買い控えや風評が
見られる。泊原発で事故が起こると北海道も
同じ状況になり、日本の食糧事情にも大きな
影響を与えかねない。このような原子力災害
への対策案が発表されましたが、一番は原子
力に変わる再生可能エネルギーの推進と省エ
ネルギー、節電、最終的に泊原発の廃炉であ
ると思う。道や電力会社などと前向きに協議し
ていただければ大変嬉しく思う。

　エネルギー施策については、本計画で取り
扱う内容ではございませんが、再生可能エネ
ルギーや省エネルギーの推進、節電に関して
は、積極的に取り組みを進めているところでご
ざいます。

52 -

　阪神大震災やフクシマの原発事故では、ドロ
ボー（ＡＴＭ含む）など被害報告あり（報道は少
なかった）。世の中美談ばかりでない。悪人は
いつどこにでもいるのだ。

　治安の確保については、本計画素案に盛り
込んではおりませんが、治安悪化の兆候が見
られた場合は、警察などの関係機関と協力し、
防犯対策を実施いたします。

53 -
目次について、章と章の間を離すとか、章の
字体を変えるとか、見やすくしてほしい。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

■修正内容
　章の文字を少し大きくし、章と章の間に１行
空白を挿入することにより、少しでも見やすくな
るよう修正します。

　ご意見を踏まえ、以下のとおり修正します。

■修正内容
①第2章第3節6の文中2行目「連絡先の徹
底、」を「連絡及び」に修正します。
②第2章第9節2の文中1行目「防災」を「原子力
防災」に、また、第2章第9節3の文中1行目「防
災知識」を「原子力防災に関する知識」に修正
します。
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